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・回復期リハなど回復
期機能が少ない

・療養病床が少ない

・回復期機能の患者を
7対1で受け入れてい
るとの声

・急性期から早期に直
接在宅へつなげてい
るとの声

・成人肺炎などの完結
率が低い

・急性期、回復期機能
の稼働率が平均より低
い

・地域包括ケア病床が
増えているものの他病
院等からの転院割合
は低い

・在宅を担う診療所か
ら急変時対応を求め
る声

・がん患者の流入が多
い

・急性期機能以降、退
院調整部門を持つ病
院が減る

・退院後に在宅医療を
必要とする患者の割
合が急性期機能で1
割超

・他の構想区域で、区
中央部に流入した患
者の退院連携を求め
る声

・急性期機能の7割が7対１入院
基本料の病床

・退院調整部門を置いている割
合が低い

・急性期機能の病院であっても
高齢者の入院が多いとの声

・家庭からの入院割合／家庭
への退院割合が高い

・在宅医との連携に課題を感じ
る病院の声

・回復期機能において病床稼
働率が高い

・慢性期機能において病床稼
働率が低い

・慢性期機能において平均在
院日数が長い

・慢性期機能において死亡退
院の割合が高い

・慢性期機能の病院への受入
れを希望する声

・急性期機能において
7対１病床数が多い

・全ての病棟を急性期
機能と届けている病院
もある

・急性期機能の病床稼
働率は低い

・急性期機能における
地域包括ケア病床の割
合が低い

・急変時の受入を望む
地域の診療所の声

・退院支援の充実の充
実を求める声

・将来に向けて回復期
機能の不足

・慢性期機能の平均
在院日数が長い

・慢性期病院からもう
少し早く在宅に戻せな
いかとの声

・レスパイト受入機関
が不足しているとの声

論点

回復期、慢性期機能
の医療提供体制

都全域の高度医療を
支える一方で、地域包
括ケアシステムの構
築に向け、高齢化す
る地域住民の入院医
療体制

流入している患者の
退院調整部門の充実

区南部における急性期機能の
医療提供体制

慢性期機能は看取り機能を
担っている。
区南部における回復期、慢性
期機能が担うべき役割

病床を最大限活用する
ための方策

地域包括ケア病床の
整備・活用

慢性期病床を効果
的、効率的に活用す
るための方策

・独居の患者だと、帰
ろうと思っても帰れな
い場合がある。結果、
近くに慢性期病院が
ないため、他県等に流
出している

・地域によっては、地
元意識が高いことか
ら、構想区域内でも転
院が困難な場合があ
る

・地域包括ケア病棟を
もっているが、院内移
動がほとんど。
在宅や急性期病院か
らの患者を地域包括
ケア病棟に受入れら
れるよう、病院や診療
所との連携の仕組み
ができないか

・退院調整がうまくい
けば、いろいろな所が
詰まらずにうまくいくの
ではないか

・退院調整部門が地
元に帰すことを目標に
して、もともと送ってき
た先生のところに帰す
仕組みが必要

・在宅医からの急変時の受入
れについては、どの医療機関も
協力しなければならないとの認
識は持っている

・中小病院の役割は重要であ
り、在宅医側も各中小病院がど
こまで対応できるか理解するこ
とも必要

・慢性期機能について、空床が
あるにも関わらず流出している
のはもったいない。

・慢性期でもサブアキュートの
対応が可能な症状がある。病
院、在宅の双方の理解、周知
でカバーできる部分もあるので
は

・患者にはそれぞれ特
性があり、それを医療
機関がお互いに地域
の中で情報共有してい
くことが重要

・急性期病院は救急の
受入れや、紹介の受入
れなどのために、あえ
てベッドを空けているこ
とも稼働率が低い要因
の一つ

・サブアキュートを地域
包括ケア病棟で受け入
れるということが課題の
一つ。
そのためには、在宅医
が地域包括ケア病棟で
受け入れられる患者か
を十分踏まえたうえで
入院させることが重要

・緩和ケア病床は持っ
ていないが、機能とし
ては十分持ち合わせ
ている病院も多い。こ
ういった情報をもっと
出していく必要があ
る。

・レスパイトで受けて
も、そのまま看取りとな
るケースが多い。

調整会議での意見

区南部

地域の
特徴

課題

医療資源

・ターミナル期の患者が在宅に戻ってきた際に、緩和ケアを在宅で安心
して行うための後方支援病床の確保が課題

・精神の合併症患者の受入先を確保するのが困難

・地域で必要なものがあれば転換を考えるが、それと同時に収
益も重要であり、診療報酬の動向が課題

・区中央部は多くの病院があるが、お互いの病院がどのような機能を
持っているか、お互いに知って、相互で利用できるような仕組みがあ
ると良い

区西南部

○高度医療の集積
○高度急性期～回復期：広範囲から流入
○慢性期：区部を中心に広く流出

区中央部

○各機能において流入・流出ともに多いが、出入りは比較的均衡
○地域間連携（区西部）

○高度急性期～回復期：自圏域完結型（自圏域完結率75%前
後）
○慢性期：区西南部・神奈川県への流出
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・7対1、10対1病床の
全てが急性期機能と
届出

・急性期機能において
家庭への退院割合は
都平均程度

・急性期機能、回復期
機能において退院調
整部門を置いている割
合が高い

・退院調整を求める地
域の診療所の声

・回復期機能におい
て病床稼働率が低い

・回復期機能の中で
回復期リハ病床の占
める割合が高い

・地域包括ケア病床
があまり増えていない

・在宅に帰すための
機能が不足していると
の声

・慢性期機能におい
て病床稼働率が低
い

・慢性期機能におい
て死亡退院の割合
が高い

・慢性期機能が不足
しているとの声

・高度急性期から慢性
期機能まで全ての機
能で流出

・全ての機能において
都内隣接区域も含め
た完結率は高い

・他の病院等からの転
院の割合が高い

・中小病院割合が高い

・回復期リハ病床は
都内構想区域で最も
多い

・回復期機能におい
て病床稼働率が低
い

・回復期機能におい
て死亡退院割合が
高い

・地域包括ケア病床は
増えつつあるが、不足
しているとの声

・急変時やレスパイトの
受入れを求める声

・慢性期機能において
埼玉県への流出が多
い

・高度急性期～回復
期機能流出

・中小病院割合が高い

・病床稼働率が低い機
能がある

・地域包括ケア病床
は少しずつ増えてい
る

・中小病院割合が高
い

・急変時対応を求め
る地域の診療所の
声

・独居高齢者の割合が
高い

・退院後に在宅医療を
必要とする患者の割合
が高い

・退院調整部門を置い
ている割合が低い

・丁寧な退院調整を求
める地域の診療所の
声

論点

急性期機能の病床に
おいて、サブアキュー
トの受入れを行ってい
ると考えられる。
今後の急性期機能の
検討。

病床稼働率を上げる
ための回復期機能の
有効活用

区西部における慢
性期機能が担うべ
き役割

今ある医療資源を最
大限活用させるため
の方策

回復期機能病床の
さらなる有効活用に
ついて

地域包括ケアシステ
ムの構築に向けた、高
齢化する地域住民の
医療体制について

病床稼働率を上げる
ために、今ある医療資
源を最大限活用させ
るための方策

地域包括ケアシステ
ムの構築に向け、高
齢化する地域住民
の入院医療体制

独居高齢者割合が高
いことに加え、退院後
に在宅医療を必要と
する患者も多い。
在宅に向けた退院調
整への取組。

・独居老人や家族の介
護力が弱い場合の退
院調整は困難が多
い。

・回復期リハ病棟に送
ることが難しい患者も
おり、一方で、慢性期
は病床が少ないため
送れず、そのまま患者
を抱えることもある。

・病病連携、病診連携
で受け入れた患者に
ついては、患者情報
をきちんとやりとりしな
いと、退院がスムーズ
にいかなくなるのでは
ないかという懸念があ
る。

・医療療養病床で医
療必要度の高い人
を受け入れている
と、死亡退院数は多
くなる

・慢性期の病院とし
ては、レスパイト入院
などで役に立てるの
ではないか

・機能を整備すれば需
要も増える。救急にお
いても循環器を強化
すれば救命率が上が
る。
急性期機能はまだ充
実すべきである。

・救急の受入れに苦
労することがあり、後
方病床の不足感は
否めない。回復期機
能の病床を増やして
欲しい。

・救急受入れで苦労す
ることもあり、後方病院
が足りないと感じる。地
域としてもまだ整備が
必要

・地域の患者につい
て、圏域における急性
期から慢性期の連携
で、看取りまで含めて
考えられるシステムが
大事

・病床稼働率を上げる
ためには、急性期・回
復期・慢性期の病床の
連携がもっと推進され
なければならない。

・区中央部や区西北
部から戻ってくる際の
後方病院としての役割
を高めていけばよい

・治療後、在宅にす
ぐ移行できない患者
の受入機能がない。
地域包括ケア病棟
の機能をうまく使っ
て、急性期・慢性
期・在宅への流れを
作る必要がある

・在宅移行に向けて
は、ＭＳＷを置くことが
大事

・施設に入所している
方が、入院された後、
なかなか施設に戻れ
ないことが多く、退院
調整を複雑化させてい
る要因の一つ

区西部 区西北部 区東北部

○高度急性期～回復期：流入型（区西北部・区西南部から流入）
○慢性期：流出型（区西北部・区西南部と相互依存）

○中小病院が多い
○全機能流出型だが比較的自圏域完結型
○地域間連携（区西部）

○中小病院が多い
○高度急性期～回復期：区中央部を中心に流出
○慢性期：均衡型

医療資源

課題

地域の
特徴

・介護施設が多いため、他地域からの入所者も多いことから、こうし
た入所者に対する急性期のニーズは今後も高まる

・地域医療といっても、住民が十分に理解しているのかという点もあ
る。大学病院やブランド病院に一次から行ってしまう患者もおり、住
民に対する地域病院についての啓発も必要

・回復期・慢性期との連携をきちんと行わないと出口が詰まってしま
い、高度急性期・急性期が受けられないという事態も考えられる。

・複数疾患を抱える患者の増加が見込まれる中で、4つの機能がう
まく連携していく必要がある。

調整会議での意見
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・高度急性期機能か
ら回復期機能まで流
出

・中小病院割合が高
い

・病床稼働率が低い
機能がある（高度急性
期機能、回復期機
能、慢性期機能）

・全機能において退
院調整部門を置いて
いる病院の割合が低
い

・回復期機能におい
て、退院後に在宅医
療を必要とする患者
の割合が高い

・丁寧な退院調整を
求める地域の診療所
の声

・かかりつけ医、ケア
マネとの連携が不足
しているという病院の
声

・地域包括ケア病床
の導入が進んでいる

・中小病院割合が高
い

・急性期後の在宅復
帰に向けた機能が不
足との声

・急変時対応を求める
地域の診療所の声

・慢性期機能におい
て、都内全域から患者
受入れ

・慢性期機能において
死亡退院割合が高い

・入院患者減少という地
域の声

・医療必要度が低い患
者が入院しているとの
声

・地域包括ケア病床が
少ない

・急性期機能・回復期
機能において、病床
稼働率が低い

・急変時対応を求める
地域の声

・高齢化の進行が速く、
高齢者夫婦のみ世帯の
割合が高い

・退院後に在宅医療を
必要とする患者の割合
が高い

・退院調整部門を持つ
医療機関の割合が低い

・慢性期機能において、都内全
域だけでなく他県からの患者受
入れ

・慢性期機能において平均在
院日数が長く、死亡退院割合
が高い

・慢性期機能において、退院調
整部門を持つ割合が低い

・早期の在宅移行を求める地域
の診療所の声

・75歳以上の医療需要の伸び
率が都内で最も高い

・回復期リハ病床等回復期機
能の病床が少ない

・休日、夜間の軽症者一時診
療施設が不足しているという
声

・急変時の受入れを積極的に
行ってほしいとの声

論点

今ある医療資源を最
大限活用させるため
の方策

在宅に向けた退院調
整への取組

地域包括ケアシステ
ムの構築に向け、高
齢化する地域住民の
入院医療体制

地域包括ケアシステム
の構築が進む中での、
西多摩の慢性期機能
が担うべき役割

地域包括ケアシステ
ムの構築に向けた急
性期機能の検討

高齢化の進行の早さに
加え、退院後に在宅医
療を必要とする患者も
多い。
在宅に向けた退院調整
への取組。

療養病床が多く流入患者が多
い中で、南多摩の慢性期機能
が担うべき役割

地域包括ケアシステムの構
築に向けた、高齢化する地域
住民の入院医療体制

・病院の各機能間で
の調整がうまくいって
いないことも流出の一
因ではないか。

・在宅復帰率の要件
を満たすために、でき
るだけ速やかに在宅
に帰した結果、病床
稼働率が下がってし
まう。

・中小病院が多く、退
院調整部門を置ける
所が少ない。

・連携をスムーズにす
るためには、顔の見え
る関係づくりが大切

・地域包括ケア病床な
どの回復期機能を誰が
担っていくのか。

・重症度の高い患者に
ついては、慢性期・在
宅へ移行しても急性期
に戻ることが多いことか
ら、慢性期病院及び在
宅での医療機能を上げ
ることが重要

・退院支援を強化し
て、退院や転院、在
宅等へつなげていく
ことが必要

・サブアキュートに対
するシステムをどう構
築していくのかも、在
宅医療の裾野を広げ
るための重要なポイン
ト

・入院時から退院後を
見据えて調整を行って
おり、在院日数が比較
的短期間で推移してい
る

・医師や看護師の配置
など、病院と施設とでは
管理能力が異なるた
め、施設に復帰しても、
短期間で急変し、急性
期病院に戻ることがある

・慢性期機能になってから流入
している南多摩においては、在
宅に帰るといってもどこへ帰る
のか。退院調整部門の充実の
みで解決する問題ではない。

・回復期・慢性期からの出口を
作るには、医療と介護の連携が
不可欠

・地域包括ケア病床がポストア
キュート・サブアキュートの役
割を果たすなど、非常によく
機能している

区東部 西多摩 南多摩

○中小病院が多い
○全機能で流出超過（高度急性期～回復期：区中央部、慢性期：区
東北部）

○自圏域完結型
○慢性期：都内全域から流入
○療養病床、精神病床、特養・老健が多い

○高度急性期：北多摩南部に流出
○急性期～回復期：流出型だが、自構想区域完結に近い（自
圏域完結率70%前後）
○慢性期：都内全域や神奈川県から流入

医療資源

課題

地域の
特徴

調整会議での意見

・急性期病院でも、医療連携室のマンパワーが不足しており、
転院その他でコミュニケーションが上手くいっていない

・公立病院と民間病院との連携、役割分担等を含めた多角的な議論を
していきたい

・区中央部に流出した患者を構想区域内の回復期・慢性期で受入
れるためには、区中央部ー区東部双方の退院調整機能を充実させ
ることが必要
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・急性期機能及び回復期機能の
病床稼働率が低い

・回復期リハに対し整形疾患の受
入れを求める声

・大腿骨骨折の自圏域完結率が
低い

・大腿骨骨折の患者数は将来に
向けて増加

・退院後に在宅医療を必要とする
患者の割合が高い

・慢性期機能において、家庭から
の入院割合／家庭への退院割合
が高い

・地域包括ケア病床は増えつつ
ある

・急変時対応を求める地域の診
療所の声

・急性期機能の病床稼働率が低
い

・地域包括ケア病棟は全て慢性
期機能と報告

・慢性期機能の病床稼働率が低
い

・地域包括ケア病床の整備を求
める声

・退院後に在宅医療を必要とす
る患者割合が高い

・回復期・慢性期機能において
退院調整部門を置く病院の割合
が低い

・丁寧な退院調整を求める診療
所の声

・急変時の受入れを求める声

・高度急性期機能・急
性期機能の病床稼働
率が低い

・急性期機能の平均
在院日数が長い

・急性期機能が不足
しているとの声

・人口10万対の回復
期リハ病床は多い

・回復期機能では死
亡退院割合が高い

・回復期機能では平
均在院日数が長い

・地域包括ケア病床
が少ない

・自構想区域患者割
合が50.6%

・慢性期機能におい
て家庭からの入院割
合が高い

・慢性期機能におい
て家庭への退院割合
が高い

論点

北多摩西部区域において、回復
期機能が担う役割

現在は慢性期機能の病床が在
宅療養を支える病床として活用さ
れていると考えられる。
地域包括ケアシステムの構築に
向け、高齢化する地域住民の入
院医療体制

地域包括ケアシステムの構築に
向けた、高齢化する地域住民の
医療提供体制

在宅療養に向けた退院調整へ
の取組と急変時の受入れ体制
の充実

北多摩北部圏域の強
みなどを踏まえた、急
性期機能の検討

北多摩北部圏域にお
いて回復期機能が担
うべき役割

慢性期機能において
家庭からの入院・家
庭への退院割合が高
いことから、地域包括
ケアを支える病床に
なっている。
北多摩北部圏域にお
ける慢性期機能が担
うべき役割。

・回復期に転院させるため、退院
支援をフル回転で行っているが、
なかなか転院が進まない

・ハードを作るよりも、退院支援を
強化して、稼働率を上げていくこ
とが重要

・整形だけではなく、高齢者という
キーワードがつくことで、総合的な
機能を有している病院でないと受
入れづらくなっている

・訪問診療は行うが、看取りまで
は難しという在宅医も多く、バック
アップの病院があれば、在宅医が
増えるのではないか

・緊急入院・レスパイト入院の受
入れ先がないので、在宅が進ま
ない

・慢性期機能の病院として、もっ
と高度急性期・急性期病院から
患者を受入なければならないと
思うが、力不足で受け入れられて
いない。

・どういう疾患・状態なら受け入れ
てもらえるか、ネットワークを構築
して、地域で共有できれば望まし
い

・退院調整部門として置いていな
くても、誰かがその役割を担って
いるはず。そういう人を中心にし
て、横の連携を強化していくこと
が重要

・退院のみでなく、入退院調整を
やっていかないと患者は回らな
い

・大病院志向により、
公立病院に行く患者
が多く、まだまだ努力
が必要

・急性期機能と申告し
ていても、緩和ケアの
機能など様々な機能
を扱っていると思われ
る

・回復期機能とそれを
支える在宅医療、そ
の在宅を支える医療
機関がネットワークを
つくることが必要

・地域包括ケア病棟
も、地域の在宅の医
療機関との連携をもっ
と密にして、情報交換
しながらうまく回転す
るような形を作ってい
く必要がある

・在宅医療の患者のう
ち、最期の数日間の
看取りの部分だけ、病
院にお願いするという
形もあるのではないか

北多摩西部 北多摩南部 北多摩北部

○高度急性期～回復期：少し流出（北多摩南部への流出、南多摩
からの流入）
○慢性期：出入型、少し流出（隣接多摩地域への流出と都内全域か
らの流入）

○高度急性期～急性期：北多摩西部、南多摩を中心に隣接区域
から広く流入
○慢性期：主に南多摩へ流出

○高度急性期～回復期：少し流出（北多摩南部・北多摩西部を中心
に流出入）
○慢性期：少し流入（都内隣接圏域から流入、埼玉県へ流出）
○各機能とも流出入が比較的均衡

医療資源

課題

地域の
特徴

調整会議での意見

・認知症・精神疾患のある患者の在宅ケアについては、今後も充実
させていく必要がある

・流出した患者がどういう病床へいっているのかがわかると、地域で
どういう受け皿が足りないのかを考える際の参考になる。

・入院した時から、退院支援を始めないと、実際にリハビリが終わっ
た段階で上手く退院ができない。入院時からいかに上手く退院支援
を行うかがポイント

地域医療構想調整会議 議論まとめ 資料 ４－２ （4/5）
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